
事 業 概 況 （平成 31年 3月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

平成 30年度労災保険業務機械処理の平成 31年 3月末現在における保険給付支払総額は 7,468億円で、前年同期に比べ

て 1.1％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 3,511億円で 47.0％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 2,499億円で 33.5％を占めている。以下、休業補償給付が 13.1％、障害補償一時金が 4.0％、遺族補償一時金が 1.0％、

介護補償給付が 0.9％、葬祭料が 0.3％、二次健康診断等給付が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が 9.9％増、療養補償給付が 4.9％増、

休業補償給付が 2.2％増、障害補償一時金が 0.9％増、遺族補償一時金が 0.8％増、葬祭料が 0.3％増となっているのに対

し、年金等給付が 1.7％減、介護補償給付が 0.5％減となっている。（第１表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 738,585,102 100.0 0.3 746,751,892 100.0 1.1

療 養 補 償 給 付 238,159,335 32.2 3.8 249,890,093 33.5 4.9

休 業 補 償 給 付 95,987,440 13.0 0.7 △    98,130,275 13.1 2.2

障 害 補 償 一 時 金 29,896,345 4.0 3.0 △    30,158,627 4.0 0.9

遺 族 補 償 一 時 金 7,690,227 1.0 8.2 7,755,108 1.0 0.8

葬 祭 料 2,088,416 0.3 0.6 △    2,095,478 0.3 0.3

介 護 補 償 給 付 6,410,536 0.9 2.5 △    6,375,418 0.9 0.5 △    

年 金 等 給 付 357,191,725 48.4 1.5 △    351,070,324 47.0 1.7 △    

二 次健 康診 断等 給付 1,161,077 0.2 5.3 1,276,569 0.2 9.9

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成29年度　30年3月末 平成30年度　31年3月末

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が2,261億円で30.3％、「建設事業」が2,120億円で28.4％、

「製造業」が 1,805億円で 24.2％となっている。以下、「運輸業」が 10.8％、「鉱業」が 3.6％、「林業」が 1.7％、「船舶

所有者の事業」が 0.4％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「その他の事業」が 4.3％増、「運輸業」が 2.8％増、「船舶所有

者の事業」が 0.4％増、「製造業」が 0.1％増となっているのに対し、「鉱業」が 6.9％減、「林業」が 4.6％減、「電気、ガ

ス、水道又は熱供給の事業」が 2.8％減、「漁業」が 1.0％減、「建設事業」が 0.4％減となっている。（第２表） 

 

 

 

 

 



区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 738,585,102 100.0 0.3 746,751,892 100.0 1.1

林 業 13,356,077 1.8 5.4 △    12,740,022 1.7 4.6 △    

漁 業 2,319,882 0.3 8.9 △    2,297,750 0.3 1.0 △    

鉱 業 29,168,734 3.9 5.1 △    27,168,087 3.6 6.9 △    

建 設 事 業 212,842,856 28.8 0.8 △    212,003,339 28.4 0.4 △    

製 造 業 180,303,376 24.4 0.5 △    180,495,765 24.2 0.1

運 輸 業 78,678,314 10.7 0.5 80,854,889 10.8 2.8

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,896,768 0.3 7.8 1,844,247 0.2 2.8 △    

そ の 他 の 事 業 216,740,452 29.3 3.2 226,055,065 30.3 4.3

船 舶 所 有 者 の 事 業 3,278,642 0.4 0.0 3,292,729 0.4 0.4

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成29年度　30年3月末 平成30年度　31年3月末

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 1,906億円で 54.3％と最も大きく、次いで障害補

償年金が 1,324億円で 37.7％、傷病補償年金が 280億円で 8.0％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 1,161億円で 33.1％、「製造業」が 1,001億円で 28.5％、

「その他の事業」が 689億円で 19.6％となっている。以下、「運輸業」が 10.7％、「鉱業」が 5.3％、「林業」が 1.9％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.3％、「船舶所有者の事業」が 0.2％となっている。（第３表） 

 

平成30年度　31年3月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 132,393,074 190,645,615 28,031,635 351,070,324 100.0

林 業 1,874,540 4,326,408 335,873 6,536,822 1.9

漁 業 346,246 1,113,476 74,983 1,534,705 0.4

鉱 業 1,687,539 13,095,945 3,692,117 18,475,600 5.3

建 設 事 業 36,818,071 69,005,834 10,239,788 116,063,692 33.1

製 造 業 49,283,397 45,536,843 5,285,394 100,105,634 28.5

運 輸 業 13,957,290 21,451,817 2,307,507 37,716,614 10.7

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
226,699 684,985 84,333 996,018 0.3

そ の 他 の 事 業 27,983,993 34,986,331 5,973,574 68,943,898 19.6

船 舶 所 有 者 の 事 業 215,299 443,976 38,066 697,341 0.2

構 成 比 37.7% 54.3% 8.0% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比

 

 

 

 

 

 



保 険 料 

 

  平成 30年度労災保険業務機械処理の平成 31年 3月末現在における保険料徴収決定済額は 8,669億円で、前年同期に比

べて 1.6％減となっている。保険料収納済額は 8,528億円で、前年同期に比べて 1.4％減となっている。また、収納率につ

いてみると 98.4％となっており、前年同期に比べて 0.2ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 4,066億円で 46.9％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,985 億円で 22.9％、「製造業」が 1,613 億円で 18.6％を占めている。以下、「運輸業」が 8.6％、「船舶所有者

の事業」が 1.6％、「林業」が 0.6％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

区　分　

平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度

　業　種 30年3月末 31年3月末 30年3月末 31年3月末 30年3月末 31年3月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 881,162,635 866,896,600 100.0 1.6 △   865,319,953 852,794,284 100.0 1.4 △   98.2 98.4

林 業 5,427,419 5,515,614 0.6 1.6 5,282,952 5,383,680 0.6 1.9 97.3 97.6

漁 業 1,984,846 1,952,542 0.2 1.6 △   1,888,066 1,882,738 0.2 0.3 △   95.1 96.4

鉱 業 2,816,006 2,734,578 0.3 2.9 △   2,547,573 2,485,853 0.3 2.4 △   90.5 90.9

建 設 事 業 207,634,056 198,456,575 22.9 4.4 △   203,181,783 194,515,660 22.8 4.3 △   97.9 98.0

製 造 業 161,937,404 161,267,541 18.6 0.4 △   159,390,450 159,057,722 18.7 0.2 △   98.4 98.6

運 輸 業 74,129,375 74,530,549 8.6 0.5 71,594,167 72,303,064 8.5 1.0 96.6 97.0

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,346,708 2,250,592 0.3 4.1 △   2,346,542 2,250,407 0.3 4.1 △   100.0 100.0

そ の 他 の 事 業 410,892,775 406,551,319 46.9 1.1 △   405,511,917 401,618,851 47.1 1.0 △   98.7 98.8

船舶所有者の 事業 13,994,044 13,637,290 1.6 2.5 △   13,576,504 13,296,308 1.6 2.1 △   97.0 97.5

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

構成比

対前年

同　期
増減率

構成比

対前年

同　期
増減率

 


